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はじめに 

 アジア太平洋地域ではこれまで、域内貿易の緊密化や企業の海外進出などにより、実体

経済レベルで「事実上の経済統合」が先行してきた。そのような動きを踏まえ、1990年代

半ば以降、ＡＳＥＡＮとその域外国による「ＡＳＥＡＮ＋３」や「ＡＳＥＡＮ＋６」のよ

うな広域経済連携が模索されてきた。 

一方、1989 年に発足したアジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）は、「開かれた地域協力」

との原則による広域経済連携を推進し、2006 年以降は「アジア太平洋自由貿易圏」（ＦＴ

ＡＡＰ）の形成を目指す動きも生じた。2010 年 11 月のＡＰＥＣ首脳会議（横浜）におい

ては、ＥＡＦＴＡ（ＡＳＥＡＮ＋３）やＣＥＰＥＡ（ＡＳＥＡＮ＋６）に加え、環太平洋

パートナーシップ（ＴＰＰ）協定のような現在進行している地域的な取組を基礎にＦＴＡ

ＡＰを追求すべきとの認識が共有された。 

 ＴＰＰ交渉は2010年３月に米国など８か国により開始され、日本は民主党政権の下で同

年10月に交渉参加を検討する旨を表明して以降、農林水産業への影響を始め、参加の是非

を巡る国内の議論が続く中、関係国との協議を進めた。2012 年 12 月の衆院選で自民党は

「『聖域なき関税撤廃』を前提とする限り、ＴＰＰ交渉参加に反対する」との公約を掲げ勝

利した。第２次安倍内閣発足後、安倍総理は、2013年２月の日米首脳会談において、ＴＰ

Ｐ交渉への参加が『聖域なき関税撤廃』を前提としていないと確信したとし、３月15日に

交渉への参加を表明した。さらに、７月の参院選の政策集においては、コメや麦などの「重

要５品目」を関税撤廃から除外できない場合は脱退も辞さないとしている。 

2013年７月23日、日本は交渉に参加した。10月８日のインドネシアにおけるＴＰＰ首

脳会合では、交渉を2013年内に妥結させるとの目標は示されたものの、物品貿易の関税撤

廃、知的財産、国有企業の優遇、環境規制を始めとする困難な問題の解決は先送りされ、

米国とベトナムやマレーシアのような新興国との対立が明らかになっている。また、交渉

参加国の政府が締結する秘密保持契約により、各分野の交渉に関する詳細な情報へのアク

セスができず、外部からの検証が困難な状況にある。 

ＴＰＰの特色として、高い自由化レベル、ルール形成の重視に加え、知的財産、競争政

策、環境、労働、分野横断的事項など21分野にも及ぶ包括的な交渉分野の多さが指摘され

ている。そこで本稿では、ＴＰＰ交渉開始の背景と経緯、アジア太平洋の広域経済連携に

おけるＴＰＰの意味合いなどを紹介するとともに、ＷＴＯ協定や世界の自由貿易協定（Ｆ

ＴＡ）を踏まえた交渉21分野の主な内容と特徴を概説する。ＴＰＰ交渉の今後の推移を踏

まえ、国会における幅広い論議に資することとなれば幸いである。 
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１．ＴＰＰとは 

（１）ＴＰＰ交渉の開始 

 2006年５月、シンガポール、ニュージーランド、チリ、ブルネイの４か国による環太平

洋戦略的経済連携協定（Ｐ４協定）が発効した。Ｐ４協定は、物品の貿易で例外品目を設

けず関税撤廃を行う自由化率の100％に近い協定であるとともに、サービス貿易の自由化、

競争政策、知的財産、政府調達等幅広い分野を対象としている。また、全ての締約国の合

意により他のＡＰＥＣ参加国・地域にも参加を認めている。 

Ｐ４協定への参加には、全ての項目を交渉の対象とすることが求められるが、それは全

ての自由化を意味するものではない。一方、将来の貿易上の課題や参加国の増加により生

じる問題に対応するため、協定を適切に更新できる「生きている協定」が志向されている 。 

2008年３月、Ｐ４協定にサービス貿易や投資の自由化を追加する拡大交渉が開始された。

米国（ブッシュ政権）はこの交渉に加わり、2009 年１月に発足したオバマ政権は同年 11

月にＰ４協定全体への参加の意思を表明した。このほか、オーストラリア、ペルー、ベト

ナムが交渉に加わり、2010年３月、環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定の交渉が始

められた。以後、マレーシア、カナダ、メキシコ、我が国（2013年７月23日）が加わり、

12か国による交渉が行われている（図表１を参照）。 

 

（２）ＴＰＰ交渉の対象 

 ＴＰＰは、物品の関税の撤廃・削減やサービス貿易の自由化に加え、投資、競争、知的

財産、政府調達等の非関税分野におけるルール作りのほか、アジア諸国の締結するＦＴＡ

にはない環境や労働、ＴＰＰに特有な「分野横断的事項」を含む21分野の包括的協定とし

て交渉されている。各分野の内容は、「６．ＴＰＰの21の交渉分野」を参照されたい。 

 

（図表１）ＴＰＰ交渉参加国一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）著者作成 
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（３）ＴＰＰの持つ意味 

 ＴＰＰは、中長期的には、米国を含むアジア太平洋地域の成長を日本に取り込む可能性

が高まること、アジア太平洋地域の貿易・投資等の基本的ルールの形成、地域統合の枠組

み作りに積極的に関与できることに意義を認める意見が見られるほか、安全保障戦略との

リンケージを指摘する意見もある。短期的には、米韓ＦＴＡを先行させている韓国に対す

る貿易上の不利益の解消、中国・韓国とのＦＴＡやＥＵとのＦＴＡなどの締結促進に好影

響が期待できるとの意見も見られる。 

他方、ＴＰＰが従来のＥＰＡに比してハイレベルの市場開放を求めていることから、農

業を始めとする国内産業へ及ぼす影響や、広範な分野にわたる自由化、非関税分野のルー

ル形成などを通じた経済・社会、国民生活に及ぼす影響について懸念を示す意見がある。 

日本がＴＰＰに参加した場合の経済効果については、民主党政権下で交渉参加に関する

議論のたたき台として、2010 年 10 月に、内閣府、農林水産省、経済産業省による試算が

それぞれ公表されたが1、前提条件がばらばらで恣意的であるといった批判が相次いだため、

2011年 10月、内閣府が再度行った、おおむね10年間で実質ＧＤＰが2.7兆円増加すると

の試算が、民主党政権下の政府としての統一見解とされた2。2012 年 12 月の政権交代後、

第２次安倍内閣は2013年３月、日本経済全体でＧＤＰが3.2兆円（0.66％）増加するとの

政府統一試算を示している3（図表２を参照）。なお、太平洋経済協力会議（ＰＥＣＣ）に

よる試算は、日本のＧＤＰが10兆円（2.0％）底上げされるとしている4。 

 

（図表２）ＴＰＰ経済効果（政府統一試算） 

 
（出所）内閣官房資料に基づき著者作成 

 

２．日本の通商政策 

（１）ＷＴＯドーハラウンド 

 1948年に発足したＧＡＴＴ（関税及び貿易に関する一般協定）体制は、第二次世界大戦

の要因にもなった保護主義的貿易政策を是正するため、貿易の最恵国待遇や内国民待遇等

を規定し、多角的貿易体制の基盤を固めるとともに、貿易の自由化を促進し、日本経済を

含む世界経済の成長に貢献してきた。 

 ＧＡＴＴを発展的に解消し、1995年にマラケシュ協定（ＷＴＯ設立協定）に基づいて世

界貿易機関（ＷＴＯ）が設立された。ＷＴＯ設立協定とその附属書に含まれる複数の協定

輸出 輸入 消費 投資 総額

２．６兆円 ２．９兆円 ３．０兆円 ０．５兆円 ３．２兆円

（＋０．５５％） （▲０．６０％） （＋０．６１％） （＋０．０９％）
実質ＧＤＰ

（＋０．６６％）

・農林水産物の生産額は、３．０兆円減少

－ ＋ ＋ ＝
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は「ＷＴＯ協定」と呼ばれる。附属書に含まれる協定は、①ＷＴＯ設立協定と不可分の一

部として一括受諾の対象とされる多角的貿易協定、②一括受諾の対象とはされず、締結し

た国の間でのみ適用される複数国間貿易協定とに分けられる。ＷＴＯ協定には、物品貿易

に係るルールの強化・拡充に加え、サービス貿易の自由化、さらには知的財産権等の非関

税分野に関するルールが定められた。また、貿易ルールの適用に不可欠な紛争解決手続が

統一され、迅速性・実効性が強化された。2012年８月には未加盟国の「最後の大国」ロシ

アが加盟し、ＷＴＯ加盟国は159か国・地域に上る（2013年３月）。 

 ＷＴＯでは2001年 11月、ドーハ開発アジェンダ（ＤＤＡ＝ドーハ・ラウンド）が立ち

上げられ交渉が開始された。途上国の開発問題を最重要課題に、広く貿易を通じた発展が

目指され、当初の交渉期限は2005年１月とされた。しかし、世界経済において存在感の増

している中国、インド、ブラジルなどの新興国に対し、米国がサービス貿易等の分野で更

なる自由化を求めていることなどから、交渉は妥結に至っていない。 

 

（２）ＦＴＡ／ＥＰＡ 

 このようにＷＴＯの下での多角的貿易交渉が停滞する中、世界は自由貿易協定（ＦＴＡ）

の締結を進めている。自由貿易協定（ＦＴＡ）とは、物品・サービスの貿易の自由化を図

ることを目的とした協定である。日本は、ＦＴＡの内容を基礎としつつ、投資規制の撤廃、

人的交流の拡大、知的財産の保護と競争政策におけるルール作りなど、より幅広い分野に

おいて経済上の連携強化を図る協定の締結を推進しており、こうした協定を経済連携協定

（ＥＰＡ）と呼んでいる。なお、世界ではＦＴＡという名称の協定であっても、ＥＰＡと

同様、若しくはそれ以上に、物品・サービス貿易の自由化に限らない包括的な内容を規定

することが一般的となっている。 

 ＦＴＡやＥＰＡはＷＴＯ協定において地域貿易協定（ＲＴＡ）と位置付けられる。ＲＴ

ＡのＷＴＯとの整合性を確保するため、1947 年のＧＡＴＴ第 24 条は「実質上すべての貿

易」について「関税その他の制限的通商規則」を「妥当な期間内」に廃止するよう定めて

いる。具体的には、域内貿易量のおおむね90％以上（ＥＵの指標）について関税を撤廃し、

特定分野の産品を一括除外せず、関税を10年以内に撤廃することが必要（「ＧＡＴＴ第24

条の解釈に関する了解」）と一般的に理解されている。また、サービス貿易についても、「相

当な範囲の分野」について、「実質的に全ての差別」を撤廃することが求められている（Ｗ

ＴＯサービス貿易協定（ＧＡＴＳ）第５条）。 

 ＷＴＯに対するＦＴＡの通報件数は 1970 年までに 20 件、1990 年までに 46 件だったも

のが、2013年７月現在で575件となっており5、世界的に増加の傾向にある。 

 

（３）日本のＦＴＡ／ＥＰＡ政策 

 日本は、従来ＷＴＯを中心とする多角的な自由貿易体制を重視してきた。他方、ＷＴＯ

交渉の停滞や世界的なＦＴＡ締結の潮流、そしてＦＴＡを締結していないことによる不利

益の顕在化等を背景として、2001年１月にシンガポールとの交渉を開始したことを皮切り

にＦＴＡ交渉を推し進めている。 

立法と調査　2013.11　No.346

6



 

 

2004年 12月 21日、当時の自民党政権下における政府の経済連携促進関係閣僚会議で、

ＥＰＡ推進についての基本方針として「今後の経済連携協定の推進についての基本方針」

が決定された。その中で、交渉相手国・地域の決定については、①我が国にとり有益な国

際環境の形成、②我が国全体としての経済利益の確保、③相手国・地域の状況、ＥＰＡ／

ＦＴＡの実現可能性の視点を総合的に勘案するものとされた。これに基づき、政府として、

まずは東アジア諸国とのＥＰＡ締結に全力を傾注し、さらには物品の貿易のみでなく、サ

ービス・投資、人の移動等を含む包括的なＥＰＡを推進していくこととなった。 

日本のＦＴＡ推進の端緒が日・シンガポールＥＰＡ（2002 年 11 月発効）となった背景

には、シンガポールが農産品をほとんど生産しておらず、農産品の自由化という日本の政

治的障壁を回避できることがあった。日本にとって２番目のＥＰＡとなった日・メキシコ

ＥＰＡ（2005 年４月発効）交渉では、日本は農産品の自由化について、関税割当制度6を

使うことで一応の妥協点を見出すことができた。その後、日本は歴史的・地理的に関係の

深いＡＳＥＡＮ諸国とのＥＰＡ締結を推進し、2008 年 12 月には、日本にとって初めての

多国間ＥＰＡとなる日・ＡＳＥＡＮ包括的経済連携協定（ＡＪＣＥＰ）も発効した。 

また、南米諸国ではメキシコに続き、チリ（2007 年９月発効）やペルー（2012 年３月

発効）との間でＥＰＡを締結済みである。これらの締結に当たって、日本は政治的に困難

な農作物の自由化を見送り、人材育成などの経済協力という形で対応した。その結果、日

本のＥＰＡの自由化率は貿易額ベースで90％台後半に達するものもあるが、品目ベースで

は平均86.35％（最も高い日・フィリピンＥＰＡが88.4％）にとどまる（図表３を参照）。

品目ベースの平均で96％以上、協定により100％近い自由化率を実現している米国のＦＴ

Ａに比べると低い7。 

これに対し、欧州の国との間で初めて締結した日・スイスＥＰＡ（2009年９月発効）は、

物品貿易の自由化率は85.6％にとどまるものの、サービス貿易、投資、知的財産分野にお

いても高いレベルの自由化が規定され、電子商取引に係る章も設けられている。また、原

産地証明に、第三者証明制度に加え、初めて認定輸出者による原産地申告制度が加えられ

ている。 

  一方、日本のＥＰＡ交渉には停滞も見受けられる。日韓ＥＰＡ交渉は2003年 12月に開

始されたが、韓国の対日貿易赤字拡大や日本製部品・素材への依存度上昇に対する懸念、

農産物市場の自由化に係る日本側の消極的な姿勢、両国政治関係の悪化等により、交渉は

2004 年 11 月以降中断している。また、ＴＰＰ交渉参加国でもあるオーストラリアとのＥ

ＰＡ交渉は、2007年４月に第１次安倍内閣の下で始められたが、16回の交渉を経た現在も

妥結には至っていない。牛肉や自動車をめぐる両国の溝が埋まっておらず、現在はＴＰＰ

交渉が優先されている。さらに、湾岸協力会議（ＧＣＣ）との交渉は2006年９月に開始さ

れたが、ＧＣＣがＥＰＡ政策を見直し、2009年３月の会合の後、交渉は中断している。 

また、日・ＥＵのＥＰＡは 2011 年５月の首脳会談以降、事前の協議が進められていた

が、2011 年 11 月に日本がＴＰＰ交渉参加について関係国との協議に入ると表明した後、

2013年４月に交渉が開始されている。 

こうして、日本が締結しているＥＰＡは現在 13 件（12 か国、ＡＳＥＡＮ）に上り、ア
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ジア地域の中で比較的締結件数の多い国の一つとなっている（韓国は10件、中国は９件）。

他方、ＦＴＡ相手国との貿易額が日本の貿易総額に占める割合（ＦＴＡカバー率）は

18.67％で、韓国の約35％、米国の約38％と比較すると小さい。 

 

（図表３）日本のＥＰＡ締結状況、ＥＰＡ自由化率 

 

（出所）外務省資料、経済産業省資料に基づき著者作成 

 

３．アジア太平洋の地域経済統合 

（１）東アジア地域の経済連携 

 世界の地域経済統合の動きの中で、歴史的にも統合の度合いからも最も進んでいるのは

欧州地域である。1958 年に発足した欧州経済共同体（ＥＥＣ）は 1968 年に関税同盟を実

現し、1992年には人、モノ、資本、サービスの自由移動を保証した欧州単一市場が形成さ

れた。さらに、1993年 11月、政治統合となるＥＵが発足し、1999年１月には共通通貨ユ

ーロが導入された。 

 1990年代には、米州地域においても地域経済統合が進んでいる。米国は、1994年、カナ

ダ、メキシコとともに北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）を設立し、経済規模の大きな地域

シンガポール  2002.11 発効 - 94.70% 84.40%

メキシコ  2005.4 発効 0.86% 86.80% 86.00%

マレーシア  2006.7 発効 - 94.10% 86.80%

チリ  2007.9 発効 0.80% 90.50% 86.50%

タイ  2007.11 発効 - 91.60% 87.20%

ブルネイ  2008.7 発効 - 99.99% 84.60%

インドネシア  2008.7 発効 - 93.20% 86.60%

ＡＳＥＡＮ  2008.12 発効 14.64% 93.20% 86.50%

フィリピン  2008.12 発効 - 91.60% 88.40%

スイス  2009.9 発効 1.04% 99.30% 85.60%

ベトナム  2009.10 発効 - 94.90% 86.50%

インド  2011.8 発効 1.11% 97.50% 86.40%

ペルー  2012.3 発効 0.22% 99.70% 87.00%

合計 18.67% 平均 94.39% 平均 86.35%

韓国  2003.12 交渉開始 6.56%

ＧＣＣ  2006.9 交渉開始 9.42%

オーストラリア  2007.4 交渉開始 4.03%

ＥＵ  2013.4 交渉開始 10.52%

貿易額ベース

貿易額割合
（2010年）

現　状相手国・地域
品目ベース

自由化率（日本側）
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経済連携を実現している。また、南米においては、1995年に、関税同盟としてメルコスー

ルが発足し、アルゼンチン、ブラジル、パラグアイ、ウルグアイ、ベネズエラの加盟国の

ほか、準加盟国としてチリ、ペルー等が参加している。なお、南北アメリカ全体のＦＴＡ

構想（ＦＴＡＡ）が提唱されているが、これは現在交渉が中断している。 

 

（図表４）欧州、米州と東アジア地域との比較 

 

 東アジア地域における最初の地域経済統合に向けた取組はＡＳＥＡＮによるもので、

1992年、自由貿易地域（ＡＦＴＡ）の実現を決定した。しかし、その他に目立った動きは

なく、この地域における経済統合が強く意識されたのは、1997年のアジア通貨危機後のこ

とである。 

アジア通貨危機を契機として、地域協力の重要性を強く認識した東アジア諸国において

は、ＡＳＥＡＮ＋３（日本、中国、韓国）が発足し、それ以降、毎年首脳会議、閣僚会合

が開催されてきた。このＡＳＥＡＮ＋３の機会を利用して、日中韓の３か国は首脳会議を

開催し、2008年には単独開催の日中韓サミットも実現している。 

上記のＡＳＥＡＮ＋３を基礎に、2005年、中国の提案による東アジア自由貿易圏構想（Ｅ

ＡＦＴＡ）の研究が開始された。また、日本の経済産業省は、2006年、ＡＳＥＡＮ＋３に

インド、オーストラリア、ニュージーランドの３か国を加えたＡＳＥＡＮ＋６による東ア

ジア包括的経済連携構想（ＣＥＰＥＡ）を提起している。 

この間、ＡＳＥＡＮは「＋６」の各国とそれぞれＦＴＡを締結する（ＡＳＥＡＮ＋１）

など、ＡＳＥＡＮを中心とした協力ネットワークを構築し、自らが運転席に座る形をとっ

た。政治的にも、2005年には、ＡＳＥＡＮ＋６のメンバーによる東アジア・サミット（Ｅ

ＡＳ）が発足し、この地域における共同体形成において「重要な役割」を果たし得るとさ

れた8。 

こうした動きから、東アジア地域においては、急激に進行するグローバル化を管理・監

督していくために地域協力の重要性が認識され、既に実体経済レベルでの域内統合がかな

り進んできていることからも、2000 年代には「東アジア共同体」への呼び声が高まった。

しかし、東アジア地域の各国には政治体制や経済発展段階など地域の多様性が大きく見ら

ＥＵ ＮＡＦＴＡ 東アジア ＴＰＰ

　対象国数 ２７か国＊１ ３か国 １６か国＊２ １２か国

　人口規模 ５．０億人 ４．６億人 ３４．０億人 ７．９億人

　域内貿易比率＊３ ６３．３％ ４０．２％ ４３．２％ ４２．０％

＊１　現加盟国は、クロアチア（2013年加盟）を含む28か国
＊２　ＡＳＥＡＮ10か国、日、中、韓、豪、NZ、印
＊３　2012年
（出所）ジェトロ『2013年版世界貿易投資報告』等から著者作成
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れ、また、安全保障や政治上の課題を多く抱える東アジア地域にとって米国の関与は不可

欠とも考えられ、こうしたいくつかの理由から「東アジア共同体」への議論は現在停滞し

ており、むしろＴＰＰを契機としたアジア太平洋における地域経済統合の動きに多くの注

目が集まっている。 

 

（２）アジア太平洋におけるＦＴＡＡＰ構想とＴＰＰ 

ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）は、1970 年代後半から 1980 年代前半に日本とオー

ストラリアが協力して関わり、冷戦後の新たな国際協調の枠組みとして1989年に発足した。

参加国・地域は、東アジア諸国から米国、カナダ、中南米諸国、ロシアにもわたり21か国・

地域で構成されている。 

アジア太平洋諸国の持つ多様性を内包するために、ＡＰＥＣは緩やかな地域協力という

性格を持っており、参加国・地域は自主性・協調性といった行動をとり、法的に拘束され

ず、また、域外に対しても、ＥＵのような貿易ブロックを形成することなく、「開かれた地

域主義」を標榜している。そのため、具体的で強力なイニシアティブを発揮することは難

しく、1994年のボゴール宣言では貿易自由化に関する強い姿勢が示されたものの、各国の

自由化の困難な分野の関税削減は進まなかった。 

この間、実質的な地域協力は、上述したようにＡＳＥＡＮ＋３の主導のもと、東アジア

地域において進められ、この動きは東アジア・サミットの発足にたどり着く。他方、米国

は、2011年、このサミットにロシアとともに初めて参加したが、2005年の東アジア・サミ

ット発足当初は慎重姿勢を貫いて参加しなかった。むしろ米国は、翌2006年 11月のＡＰ

ＥＣ首脳会議において、ＦＴＡＡＰ構想を推進する戦略をとるよう主張した9。ＦＴＡＡＰ

構想については、長期的展望として地域経済統合を促進する方法及び手段についての更な

る研究を実施することとなった10。 

 

（図表５）ＡＰＥＣの構成とＴＰＰ交渉参加国 

 

（出所）著者作成 

 

同 2006 年には、シンガポール、ニュージーランド、チリ、ブルネイの間でＰ４協定が

物品貿易で例外品目を設けずに関税撤廃を行う自由化率の高い協定として発効していた

中国、韓国、

チャイニーズ・タイペイ、

中国香港、インドネシア、
タイ、フィリピン、

パプア・ニューギニア、

ロシア

日本、シンガポール、マレーシア、

ブルネイ、ベトナム、カナダ、米国、

メキシコ、チリ、ペルー、

オーストラリア、ニュージーランド

ＡＰＥＣ

ＴＰＰ交渉参加国

立法と調査　2013.11　No.346

10



 

 

（１．（１）を参照）。この協定の拡大交渉に米国が参加の意思を示したことにより、ＴＰ

Ｐ拡大交渉の存在意義は大きく変化した。 

2008 年９月のリーマン・ショック以降、米国の失業率は 10％近くまで上昇し、格差も

広がった。このため、オバマ大統領は2010年１月の一般教書演説で「今後５年間で輸出を

倍増させ、200 万人の雇用を創出する」とした「国家輸出戦略」を表明した。2009 年 12

月にカーク通商代表が議会関係者に送った書簡には、ＴＰＰを「米国の経済回復と雇用創

出に不可欠な輸出拡大のためのツール」であるとし、アジア太平洋地域の経済統合の潜在

的なプラットフォームを創り出すとの展望を示している11。 

オバマ大統領は、2013年２月、二期目初めての一般教書演説で「ＴＰＰの交渉妥結を目

指す」と明言した。また、ＴＰＰについて「輸出を増やし、成長を続けるアジアと公正な

競争条件を整える」と説明している。 

 

（３）ＴＰＰ、ＲＣＥＰ、日中韓ＦＴＡ 

2010 年 11 月、横浜で開催されたＡＰＥＣ首脳会議においては、ＦＴＡＡＰの実現に向

けた道筋として、ＡＳＥＡＮ＋３（ＥＡＦＴＡ）、ＡＳＥＡＮ＋６（ＣＥＰＥＡ）、ＴＰＰ

等の地域経済連携を基礎として発展させることが宣言された12。 

翌 2011年 11月に米国・ハワイで開催されたＡＰＥＣ首脳会議の参加に当たり、日本は

ＴＰＰ交渉参加の意向を表明しており（次章４．を参照）、大きな経済力を持つ日本が、Ｔ

ＰＰに対する姿勢を明確にしたことで注目された。ＴＰＰの動きと同時に、他の地域経済

連携も動き始めている。 

ＡＳＥＡＮを運転席として動いていたＦＴＡ構想には、ＡＳＥＡＮ＋３によるＥＡＦＴ

ＡとＡＳＥＡＮ＋６によるＣＥＰＥＡの２つが存在していたが、具体的な動きが見られな

かった。ＡＳＥＡＮの中でＴＰＰ参加国と不参加国の間に溝ができつつある中、2011年 11

月、日中共同提案を踏まえ、ＡＳＥＡＮはＡＳＥＡＮのＦＴＡパートナー諸国（ＡＳＥＡ

Ｎ＋６のメンバー）で東アジア包括的経済連携協定（ＲＣＥＰ）に係る作業部会を設置し、

2012年４月のＡＳＥＡＮ首脳会議で年内の交渉開始を目指すことで合意した。同年11月、

ＲＣＥＰ交渉の開始が宣言され、2013年５月に第１回交渉会合が開催された。 

日中韓３か国は、2011 年 11 月の日中韓サミットにおいて、日中韓ＦＴＡの早期交渉入

りを確認し、また、日中韓投資協定についても合意を目指すことで一致した。そして、翌

2012年３月にはこの投資協定が実質合意に至った。中国は中韓ＦＴＡについても積極的に

動き、同年５月に韓国とＦＴＡ交渉の開始で合意した。中国は、これを日中韓の枠組みと

は対立しないと表明し、日本の参加を促そうとした。同月に北京で開催された日中韓サミ

ットにおいて、日中韓投資協定に署名するとともに、日中韓ＦＴＡの年内交渉開始で合意

した。このＦＴＡ交渉の開始については、これに前向きな日本と中国に対し、国内に反対

論を抱える韓国が先送りすることを主張したが、最終的には「年内」と期限を区切ること

で合意に至った。その後、日中韓ＦＴＡの交渉会合は、2013年３月に始まり、交渉が続い

ている。 
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（図表６）ＴＰＰと他の地域経済統合の流れ（イメージ） 

 

（出所）各種資料に基づき著者作成 

 

４．日本のＴＰＰ交渉参加までの経緯 

日本においてＴＰＰが政策上、具体的に言及されたのは、菅総理の2010年 10月１日の

所信表明演説においてであり、菅総理は、「ＴＰＰ交渉等への参加を検討し」、「国を開き、

具体的な交渉を一歩でも進めたい」と表明した13。 

それまで日本では、2009年９月に民主党・鳩山内閣が発足し、鳩山総理が表明した「東

アジア共同体」構想が論議を呼んでいた。鳩山総理は、この構想を日米同盟と何ら矛盾す

るものではないと説明したが、米国からは普天間移設問題などの諸問題とともに懸案事項

とされ、アジアからの「米国外し」であると認識された。 

そのため、2010年６月に発足した菅内閣においては、日米同盟を立て直す必要性が強く

意識された。また、米国はこのとき既にＴＰＰに関心を向けており、逆に日米ＦＴＡには

関心を示していないなどの状況もあり、その中で上述の所信表明があった。 

しかし、日本におけるＴＰＰ参加の是非をめぐる議論が加熱したため、菅内閣は即座に

ＴＰＰに参加する決断が下せなかった。菅総理は2010年 11月の横浜ＡＰＥＣにおいて、

ＴＰＰへの交渉参加に向けて「情報収集も含めて関係国との協議を開始する」と表明する

にとどまった。そして、菅内閣はその後の東日本大震災への対応に力を傾注することとな

り、ＴＰＰ交渉参加の決断は、事実上、先送りされた。 

実際にＴＰＰ交渉参加の意向を表明し、関係国との協議を開始したのは次の野田総理で

あり、2011 年 11 月 11 日、「ＴＰＰ交渉参加に向けて関係国との協議に入ることにした」

と記者会見で明言した。ただし実際には、野田総理は2012年４月の日米首脳会談を前にＴ

ＰＰ交渉参加の正式表明を事実上見送ることを示唆し、首脳会談では、ＴＰＰ交渉参加の

意向は変わっていないことをオバマ大統領に伝えるにとどまった。 

当時、民主党政権では、野田総理がＴＰＰ交渉参加の意向を表明して以来、党内議論が

重ねられていた。民主党内の会議では、慎重な議論を重ねるよう主張する声もあり、党内

の議論は2012年の夏まで続いたが、８月30日、同党の経済連携プロジェクトチームはＴ

20
03

20
04

20
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20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

ＴＰＰＴＰＰ

ＲＣＥＰ

日中韓ＦＴＡ

ＥＡＦＴＡ（ＡＳＥＡＮ＋３）

ＣＥＰＥＡ（ＡＳＥＡＮ＋６）

交渉開始

交渉開始

交渉開始

Ｐ４協定発効

民間共同研究

民間共同研究

産官学共同研究
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ＰＰへの意見集約を見送ることを決定した14。2012 年 11 月 16 日に衆議院を解散した野田

総理にとって、11 月 20 日のプノンペンにおけるＡＳＥＡＮ会議の折に開催された日米首

脳会談は、ＴＰＰ参加を決断できる衆院選前の最後の機会となったが、ＴＰＰへの参加表

明は見送られた。 

 

（図表７）日本のＴＰＰ交渉参加までの経緯 

 
（出所）各種資料に基づき著者作成 

 

衆院選で勝利した自民党においても、ＴＰＰについて党内に賛成意見と反対意見が混在

している事情は、民主党と同じであった。自民党は衆院選において、「『聖域なき関税撤廃』

を前提にする限り、ＴＰＰ交渉参加に反対する」との公約を掲げ、これに加え、選挙のた

めの政策集においては、「自動車等の工業製品の数値目標は受け入れない、国民皆保険制度

を守る、食の安全基準を守る、国の主権を損なうＩＳＤ条項は合意しない、政府調達・金

融サービス等は我が国の特性を踏まえる」と明記した。政権交代後、安倍総理はＴＰＰ交

渉参加について、第183回国会冒頭の代表質問において、「交渉参加の是非の判断時期につ

いては、現時点では決めていない」と答弁していた15。 

ＴＰＰ交渉参加については、アジア太平洋における自由貿易圏の創出という観点から日

米同盟の文脈においても関心が高まっており、内閣発足後、最初の日米首脳会談が焦点と

なった。安倍総理は首脳会談を前にして「『聖域なき関税撤廃』を前提とするのかどうか、

私自身が確認する必要がある」とし、「（首脳会談で）その感触を得ることができるかは極

めて重要なポイントである」と述べていた16。 

実際に2013年２月22日に開催された日米首脳会談においては、安倍総理が衆院選の公

約と自民党の５つの判断基準をオバマ大統領に説明し、会談後に共同声明が発出され、「日

本には一定の農産品、米国には一定の工業製品というように両国ともに二国間貿易上のセ

ンシティビティが存在することを認識」しつつ、「ＴＰＰ交渉参加に際し、一方的に全ての

関税を撤廃することをあらかじめ約束することを求められるものではないこと」が確認さ

れた。これを受けて安倍総理は、「『聖域なき関税撤廃』を前提としていないと確信した」

との認識を示した17。 

３月 15 日、安倍総理は記者会見を行いＴＰＰ交渉への参加を表明した。その後、４月

12日、米国との間で日本のＴＰＰ交渉参加に向けた事前協議が終結したため、我が国は７

 2010年10月１日 ・菅総理が所信表明演説で「ＴＰＰ交渉等への参加を検討」と表明

 2010年11月14日 ・菅総理が横浜ＡＰＥＣで「情報収集も含めて関係国との協議を開始する」と言及

 2011年11月11日 ・野田総理が記者会見で「ＴＰＰ交渉参加に向けて関係国との協議に入ることにした」と表明

 2012年1月～2月 ・交渉参加９か国と事前協議

 2012年4月30日 ・オバマ大統領が日米首脳会談で「自動車、保険、牛肉について関心」と表明

 2013年2月22日 ・日米首脳会談で「共同声明」を発出

 2013年3月15日 ・安倍総理が記者会見でＴＰＰ交渉への参加を表明

 2013年4月12日 ・米国との間で事前協議が終結

 2013年7月23日 ・ＴＰＰ第18回交渉会合の途中から参加
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月 23日、マレーシアにおけるＴＰＰ第18回交渉会合の途中から参加することとなった。

なお、７月21日の参院選において自民党は、その政策集に「重要５品目」として、米、麦、

牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物を聖域として掲げ、それが確保できない場合は、脱退

も辞さないとした。 

 国内においては、ＴＰＰ交渉に臨むための体制が固められ、３月22日、安倍総理の下で

初の関係閣僚会議が開催され、甘利ＴＰＰ担当大臣を本部長とするＴＰＰ政府対策本部が

新設された。対策本部には、与党、省庁、業界団体等を調整する国内調整総括官と、他国

との交渉を担う首席交渉官を設置し、その下にそれぞれ国内調整チーム約30人、交渉チー

ム約70人、計100人規模の各省横断の人員が配置された。 

 

（図表８）ＴＰＰ政府対策本部 

 

（出所）内閣官房資料、報道等に基づき著者作成 

 

 実際に、我が国政府は交渉に参加しているが、ＴＰＰ交渉においては「秘密保持契約」

を結び、情報の管理が徹底されている。各国が結ぶ秘密保持契約の内容は、そのモデルが

公開されており、①テキストや提案などは参加国が同意しない限り秘密とし、②政府関係

者と知らされる必要のある者のみ情報が提供され、③協定発効後、４年間公開しない等と

なっている18。 

 

５．ＴＰＰ交渉の経緯  

（１）交渉の経緯 

 2010年３月に米国を含む８か国により交渉が開始されて以来、ＴＰＰ交渉はこれまで19

回行われている。交渉参加国は当初2011年 11月の米国・ハワイにおけるＡＰＥＣ首脳会

議の時点での交渉妥結を目指していたが、ＴＰＰの大まかな骨格となる「ＴＰＰの輪郭」19

が示されるにとどまった。このため、2012年中の妥結を改めて目指すこととしたが20、2012

年９月、ロシア・ウラジオストクのＡＰＥＣ首脳会議において更なる作業の必要性が明ら

かとなり、同年中の妥結も事実上断念された21。2012 年 12 月のＴＰＰ第 15 回交渉会合の

時点では、2013年中の妥結に向けて進展を図ることが目標とされた22。 

米国オバマ政権がＴＰＰ交渉の 2013 年内妥結を急ぐ背景には、輸出による経済成長を

公約に掲げ、2014 年 11 月の中間選挙よりも前に目に見える実績を示したい事情があると

される。このため、2013 年 10 月のインドネシア・バリにおけるＡＰＥＣ首脳会議に際し

必要に応じ首相出席
構成員：官房長官、経済再生相、外相、財務相、農相、経産相、＋関係大臣

議長：官房副長官

構成員：副長官補（内政・外政）

　　　　　関係省庁次官・局長

ＴＰＰに関する主要閣僚会議

ＴＰＰ政府対策本部長（経済再生相）

国内調整総括官 首席交渉官

幹事会

分野別チーム（約30人） 交渉チーム（約70人）

立法と調査　2013.11　No.346

14



 

 

てのＴＰＰ首脳会合で、交渉の妥結に向けた具体的な道筋を示す「大筋合意」を記す首脳

声明を発し、年内妥結に向けた取組を加速させようとしていた。しかし、米国は2014会計

年度予算の不成立による連邦政府機能の一部停止などへの対応により、ＡＰＥＣ首脳会議

やＴＰＰ首脳会合への出席を見送る事態となった。10月８日に採択されたＴＰＰ首脳声明

には「年内妥結に向け残された課題の解決に取り組む」ことが記され、年内妥結の目標は

確認されたものの、「大筋合意」の文言は記されず、米国とマレーシアやベトナムのような

新興国との間で調整が難航する知的財産、国有企業の優遇、環境規制等の問題の解決は先

送りされた。 

 

（図表９）ＴＰＰ交渉の経緯 

 

（出所）外務省資料、ジェトロ資料に基づき著者作成 

 

（２）ＴＰＰ交渉への参加と日米二国間協議 

 2012 年１月に開始されたＴＰＰ交渉への参加に向けた日本と米国など関係国との事前

協議において、米国は牛肉、自動車、保険の３分野における市場開放や規制緩和等を求め

ており、米国産牛肉の輸入規制は2013年２月１日に緩和された。 

日本のＴＰＰ交渉への参加を方向付けた２月 22 日の日米首脳会談においては、日米両

政府は自動車や保険に残る懸案事項やその他の非関税措置に対処していくこととされた。

３月15日、安倍総理が交渉参加の意思を表明した後、４月12日に日米の事前協議は終了

した。日米はＴＰＰ交渉と並行して保険、投資等９分野の非関税措置に係る協議を行うこ

ととした。また、自動車の流通、基準等に関する交渉を行うとともに、米国は輸入日本車

に対する関税を維持し、ＴＰＰ交渉における最も長い期間をかけて段階的に引き下げられ

かつ最大限に後ろ倒しされることが確認された23。輸入日本車への関税が当面維持される

ことについて、甘利経済再生担当大臣は同日の記者会見で、「もうちょっとという気持ちも

なきにしもあらずだが、許容範囲ではないか」と述べている24。 

第1回会合 2010年3月 オーストラリア 第11回会合 2012年3月 オーストラリア

第12回会合 2012年5月 米国

第2回会合 2010年6月 米国 閣僚会合 2012年6月 ロシア（ＡＰＥＣ）

第3回会合 2010年10月 ブルネイ 第13回会合 2012年7月 米国

閣僚会合 2012年9月 ロシア（ＡＰＥＣ）

首脳会合 2010年11月 日本（ＡＰＥＣ） 第14回会合 2012年9月 米国

第4回会合 2010年12月 ニュージーランド 第15回会合 2012年12月 ニュージーランド

第5回会合 2011年2月 チリ 第16回会合 2013年3月 シンガポール

第6回会合 2011年3月 シンガポール 閣僚会合 2013年4月 インドネシア（ＡＰＥＣ）

閣僚会合 2011年5月 米国（ＡＰＥＣ） 第17回会合 2013年5月 ペルー

第7回会合 2011年6月 ベトナム 第18回会合 2013年7月 マレーシア

第8回会合 2011年9月 米国

第9回会合 2011年10月 ペルー 閣僚会合 2013年8月 ブルネイ

首脳会合 2011年11月 米国（ＡＰＥＣ） 第19回会合 2013年8月 ブルネイ

閣僚会合 2013年10月 インドネシア（ＡＰＥＣ）

第10回会合 2011年12月 マレーシア 首脳会合 2013年10月 インドネシア（ＡＰＥＣ）

　・Ｐ４、米国、豪州、ペルー、ベトナムが交渉開始

　・マレーシアが新規参加

　・交渉分野に「分野横断的事項」を追加

　・「ＴＰＰの輪郭」に合意

　・メキシコ、カナダが新規参加

　・日本が新規参加
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日米の二国間協議はその後２回の会合が開催されている。農産品を守ろうとして、米国

が長年訴え続けてきた自動車や保険の市場開放要求が再び突き付けられ、協議の結果次第

ではＴＰＰ交渉参加への高い代償が支払わされかねないとの指摘もなされている。 

 

６．ＴＰＰの21の交渉分野 

 

 

（１）物品市場アクセス（農業、繊維・衣料品、工業） 

物品貿易の自由化約束は、相手国産品に対する関税を協定発効時に即時撤廃することや、

一定年数をかけて段階的に撤廃すること等により規定される。 

ＴＰＰの前身であるＰ４協定においては、ブルネイが宗教上、人の健康、安全保障上の

理由から酒類、タバコ、小火器について関税撤廃からの除外を認められたが、他の国は全

ての産品について即時又は一定期間内に関税を撤廃することを約束し、自由化率（10年以

内に関税を撤廃する品目の割合）は 100％に近い。米韓ＦＴＡなど交渉参加国が締結済み

のＦＴＡも高い自由化率を達成しているものが多い25。 

ＴＰＰ交渉においては、全ての品目を自由化交渉のテーブルに乗せ、これらのＦＴＡの

自由化水準を上回る自由化を目指した交渉が行われている。センシティブな品目（当該国

にとって重要であり、かつ輸入の急増により悪影響を受けるおそれの高い品目）について

も、例外（関税の撤廃・削減の対象としない）や再協議（扱いを将来の交渉に先送りする）

は原則として認めず、10年以上の長期間を含めた撤廃が基本とされている。交渉は、農業、

繊維・衣料品、工業の３つの部会で進められ、条文案もこれら３分野ごとに作られるとさ

れている。 

また、関税撤廃・引下げの交渉は、参加国の意見の相違により、２つの方式が併存する

形で進められている（下記ウを参照）。このほか、物品の貿易に関する規定として、ＷＴＯ

 （２） 原産地規則  （３） 貿易円滑化
 （４） ＳＰＳ
　　　（衛生植物検疫）

 （５） ＴＢＴ
　　（貿易の技術的障害）

 （６） 貿易救済
　　　（セーフガード等）

 （７） 政府調達  （８） 知的財産  （９） 競争政策

 （１０）サービス
　　　　（越境サービス）

 （１１）サービス
　　　　（一時的入国）

 （１２）サービス
　　　　（金融サービス）

 （１３）サービス
　　　　（電気通信）

 （１４）電子商取引  （１５）投資  （１６）環境  （１７）労働

 （１８）制度的事項  （１９）紛争解決  （２０）協力  （２１）分野横断的事項

（１） 物品市場アクセス（農業、繊維・衣料品、工業）
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の規律に沿った輸出数量制限、輸出税や輸出補助金の原則禁止に加え、食料需給情報の共

有等に関するルール作りが議論されている。 

ア 交渉が難航する品目 

  関税の撤廃・引下げ交渉は、自動車、繊維・衣料品、コメ、肉類、小麦、乳製品、砂

糖などの品目で難航していると伝えられる（図表10を参照）。 

 

（図表10）関税撤廃・引下げ交渉の各国の主張 

 
（出所）報道等に基づき著者作成 

 

  ただし、交渉に臨む各国の姿勢は単純ではなく、例えば、乳製品について米国は、乳

業協同組合が牛乳の 90％を扱うニュージーランドから自国製品を保護するよう求める

一方で、カナダに対しては市場を自由化するよう求めている。乳製品に高い関税を維持

しているカナダやメキシコがＴＰＰ交渉に参加したことで、交渉は複雑化している。 

イ 日本の重要品目と自由化率 

  日本がこれまで締結してきたＥＰＡの自由化率は、貿易額ベースではほぼ全てのＦＴ

Ａで90％を超えているが、品目ベースでは平均86.35％にとどまり、Ｐ４協定や米国の

既存のＦＴＡと比べて低い（図表３を参照）。日本の貿易品目9,018のうち、コメ、麦、

牛肉・豚肉、乳製品、砂糖の重要５品目は586（6.5％）を占め、90％台後半から100％

に近い自由化率を目指すとされるＴＰＰ交渉において、全ての除外が認められるのは非

現実的との見方が示されている（図表11を参照）。 

 ウ 関税撤廃・引下げの交渉方式 

 関税撤廃・引下げの交渉方式について、オーストラリア、ニュージーランド、シンガ

ポールは、交渉参加国全体が統一して協議し、決まった関税撤廃の方式を既存のＦＴＡ

に適用するよう求め（マルチ方式）、他方、米国は既存のＦＴＡを残し、ＦＴＡ未締結

国との間でのみ関税撤廃・引下げの交渉を行うよう主張している（バイ方式）。2010 年

６月には既存のＦＴＡをＴＰＰと併存させることで合意し、２つの方式による交渉も併

存している。このため、米国はブルネイ、マレーシア、ベトナム、ニュージーランド、

日本と二国間の関税撤廃交渉をそれぞれ行っている。 

 

 

 

開放を要求 保護を主張

　自動車 　　日本 　　米国、豪州

　繊維・衣料品 　　米国 　　ベトナム

　コメ、肉類、小麦 　　米国、豪州、カナダ、ＮＺ 　　日本

　乳製品 　　豪州、ＮＺ 　　日本、米国

　砂糖 　　豪州 　　米国、日本
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（図表11）日本の重要品目と自由化率 

 

（出所）外務省資料、報道等に基づき著者作成 

 

（２）原産地規則 

 原産地規則とは、国際的に取引される物品の国籍を判定するためのルールであり、①特

恵分野（ＦＴＡに基づく関税の撤廃・引下げを行うため加盟国原産と認める場合等）と、

②非特恵分野（数量制限等を行うため対象物品の輸出国を特定する場合等）に適用される

ものとに大別される。現在、国際的に共通する十分に整備されたルールはないが、②につ

いての規律を定めるＷＴＯ原産地規則協定の下で、現在その調和作業が進められている。 

 ＴＰＰを始めとするＦＴＡの原産地規則は一般的に、原産地規則と原産地証明手続から

構成される。原産地規則は、原産地を認定する原産地認定基準、原産資格の認定を容易に

するための救済規定、第三国からの迂回輸入防止規定から成る。 

 これらのうち、原産地認定基準には、①農産品や鉱物など締約国域内で完全に生産され

る完全生産品基準、②第三国からの輸入原材料が用いられる場合に、原産資格を付与する

に十分な「実質的な生産・加工作業」の内容を定める実質的変更基準が挙げられる。②は

関税番号変更の有無により判断する関税分類変更基準（上位少数桁の分類番号変更が求め

られるほど原産地認定の困難度が高い）、調達・生産・加工等の作業に伴い形成された付加

価値を価額換算し、一定の基準値を超えた場合に原産資格を与える付加価値基準、物品に

一定の加工を行った国に付与する加工工程基準が一般的である。なお、通常のＦＴＡにお

いては、これら３つの基準による認定方法を詳細に規定し、「品目別規則」により個々の品

目ごとの具体的なルールを３つの基準を用いて記すのが一般的である。 

 

 

 

自由化率 約
40

%

約
73

%

89
.7
%

10
0%

品目数 約3,640 約6,580 8,089 9,018

929

品目数
58

109
100
188
131

重要５品目以外 品目数
　水産品
　合板
　鉱工業品

91
34
95

合計

重要５品目
　コメ
　麦
　牛肉・豚肉
　乳製品 　その他

計 計

123

343586

　砂糖

関税を撤廃

したことがない

品目

関税を撤廃

したことがある

品目

ＥＰＡで必ず

関税を撤廃して

いる品目

ＭＦＮ無税
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（図表12）原産地認定基準 

 

（出所）経済産業省通商政策局編『2013年版不公正貿易報告書』に基づき著者作成 

 

 また、救済規定の一つに、ＦＴＡ相手国原産の部品・材料を輸入し、他の産品の生産に

使用する場合、これらを自国の原産品とみなす「累積規定」がある。さらに、第三国から

の迂回輸入を防止するため、軽微な加工（原産資格を与えない）や物流等の事情でＦＴＡ

締約国以外の第三国へ寄港した場合（原産資格を失わない）に係る規定が定められる。 

Ｐ４協定の規定は、関税分類変更基準と付加価値基準（45％以上）を原則とし、締約国

の原材料と最終工程の付加価値との合計が 45％を超える場合に当該国原産とみなす輸出

向け加工の特則が設けられている。他方、ＮＡＦＴＡや米韓ＦＴＡも、関税分類変更基準

と付加価値基準を原則とするが、自動車についてはより詳細なルールを設け、繊維製品に

ついては、関税分類変更や域内で縫製その他加工が行われても、原糸が域内産でない限り

域内原産と認めない「原糸規則（ヤーンフォワード・ルール）」を採用している。 

この繊維製品の原産地規則をめぐって、米国政府は、中国製の糸を使用したベトナム製

繊維製品の輸入急増が自国の繊維産業に及ぼす影響を懸念し、厳格な原糸規則を採用する

よう求め、メキシコやペルーがこれを支持している。他方、ベトナム、マレーシア、米国

の衣料小売チェーンやアウトドア産業などは、第三国の原料を使った製品もＴＰＰ域内産

品と認めるより緩やかな基準を採用するよう求めている26。 

また、原産地規則における累積制度も議論されている。例えば、締約国Ａの国内で製造

した高度な部品を用いた製品を締約国Ｂで組み立て、製品全体の付加価値の一定割合を満

たした場合、ＴＰＰ域内産品と認められ、締約国Ｃによる関税の撤廃・引下げを受けられ

ることとなる。関税を段階的に引き下げる物品について累積をいつの時点から認めるか、

対象産品をどこまで認めるか等の問題もあるが、2013 年８月の第 19 回交渉会合では、工

業製品について累積原産地制度を認めることが基本合意されたと伝えられる27。 

 

（３）貿易円滑化 

ＦＴＡでは貿易円滑化あるいは税関手続に関する章を設け、関税関係法令の公表・情報

提供、国際基準への調和、通関手続の電子化などを規定するとともに、締約国の税関当局

の協力や情報交換などを定めるものが多い。貿易円滑化について規定する多数国間条約に

は、関税協力理事会（ＷＣＯ）の下で1973年に採択された「税関手続の簡素化及び調和に

関する国際規約（京都規約）」があり、2006 年には改正規約が発効している。また、貿易

原産地規則 ①完全生産品基準
②実質的変更基準 　関税分類変更基準

　付加価値基準
　加工工程基準

原産地認定基準
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円滑化はＷＴＯドーハラウンド交渉やＡＰＥＣにおいても取り上げられている。 

Ｐ４協定の規定をもとに、ＴＰＰ交渉では、関税関係法令の公表による貿易手続の透明

性向上、税関手続の電子化等による貿易手続の簡素化・迅速化、輸入予定の貨物の関税分

類や関税率等に関する事前教示制度、輸入関係行政機関への申請を一つの窓口から行える

よう関係機関のシステムを相互接続するシングルウィンドウ化等が議論されている。この

ほか、関税法令違反を取り締まるための税関当局間の情報提供などの扱いも指摘される28。 

 

（４）ＳＰＳ（衛生植物検疫） 

 国際間の貿易に際し、食品衛生に必要な措置や動植物の持つ病気などから、人、動植物

の生命又は健康を保護するために必要な措置（衛生植物検疫措置）が必要となる。しかし、

この措置が濫用されれば、非関税障壁として自由貿易を阻害する要因にもなり得る。 

ＷＴＯには、「衛生植物検疫措置の適用に関する協定（ＳＰＳ協定）」が存在し、食品添

加物や残留農薬から生じるリスクからの保護措置（食品衛生）、動植物に有害な生物からの

保護措置（動物検疫、植物検疫）等について、加盟国がその措置を採る権利を有すること

が規定されている。ただし、貿易に対する悪影響を最小限にするため、その措置が必要な

限度において、かつ、科学的な原則に基づくことを確保する義務を負う。また、加盟国間

及び国内外で不当な差別をしないこと、国際貿易に対する偽装した制限となるように適用

しないことが求められている。各加盟国は、国際的な調和を図るため、国際基準に基づく

ことが要求されるが、科学的に正当な理由がある場合などは、国際基準よりも厳格な措置

を採ることができる。 

日本が締結したＥＰＡでは、スイス、ベトナム、ＡＳＥＡＮ、マレーシア、インド、チ

リ、メキシコ、ペルーとのＥＰＡに、上記のＳＰＳ協定上の権利及び義務を適用すること

が確認されている。Ｐ４協定においては、ＳＰＳ協定上の権利及び義務が再確認され、衛

生植物検疫措置に関する協力について規定されている。 

ＴＰＰ交渉では、ＳＰＳ協定の権利及び義務を強化し、発展させることが既に合意され

ている（2011年 11月、「ＴＰＰの輪郭」）。その中には、輸出国と輸入国の衛生植物検疫措

置が異なる場合でも適切な保護水準が達成されることが証明されれば輸入国が同等の措置

と認めること（同等性）、輸出国の病害虫の無発生地域などの状況に応じた調整（地域主義）、

透明性の確保、協力等が含まれる。 

食品添加物や残留農薬などの国内における設定については、ＳＰＳ協定において、その

手続が不当に遅延することなく、かつ、輸入産品が同種の国内産品よりも不利でない方法

で行われることと規定されている。米国は、例えば「衛生植物検疫措置報告書（2013年）」

の日本の項目の中で、食品添加物の認可プロセスが長引いていることや防かび剤の二重認

可等を指摘している29。 

 

（５）ＴＢＴ（貿易の技術的障害） 

 製品に求められる技術的基準や規格は、各国においてその気候や地理的な条件、技術上

の条件等によって要求が異なる場合がある。しかし、こうした技術的基準や規格が国際貿
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易の中で保護主義的に濫用された場合、非関税障壁として自由貿易が阻害される可能性が

あり、こうした不必要な障害がもたらされないことを確保する必要がある。 

 このため、正当な目的の達成のために、製品の技術的基準や規格について、国際規格を

基礎として不必要な障害を回避することを定めた「貿易の技術的障害に関する協定（ＴＢ

Ｔ協定）」がＷＴＯに存在する。 

 ＴＢＴ協定は、ＳＰＳ協定や政府調達協定の対象以外の工業品及び農産品を含めた全て

の産品に適用される。ＴＢＴ協定においては、産品のサイズ、機能、安全基準等のほか、

販売要件（ラベル、包装など）、生産工程などについて、国が法令遵守を義務としている「強

制規格」と、義務とされない「任意規格」があり、その規格に製品が適合しているか確認

する技術的な手続を「適合性評価手続」という。 

 日本が締結したＥＰＡでは、スイス、ベトナム、ＡＳＥＡＮ、マレーシア、インド、チ

リ、メキシコ、ペルーとのＥＰＡで上記のＴＢＴ協定上の権利及び義務が再確認され、ま

た、シンガポール、タイ、フィリピンとのＥＰＡではＴＢＴ協定で奨励されている「相互

承認」の規定がある。 

Ｐ４協定においては、ＴＢＴ協定上の権利及び義務が再確認され、この分野に関する協

力について規定されており、米国が締結しているＮＡＦＴＡにおいても、ＴＢＴ協定とほ

ぼ同様の内容が規定されている。 

 ただし、米韓ＦＴＡにおいては、自動車に関して、ＴＢＴ協定の範囲内で国際貿易に不

必要な障害をもたらす強制規格が制定されないよう確保することが明記された。また、自

動車作業部会が設置され、必要に応じて専門家や利害関係者の参加があり得る、あるいは

作業部会が助言を求めることがあると規定されている30。 

 

（６）貿易救済（セーフガード等） 

貿易救済措置とは一般的に、セーフガード、アンチ・ダンピング措置、補助金相殺関税

を指す。ＦＴＡでは、貿易救済措置の域内相互不適用やＷＴＯ協定を上回るアンチ・ダン

ピング措置への規律を設けることが多い。 

ア セーフガード 

  セーフガードとは、国内産業に重大な損害等を与え又は与えるおそれがあるような輸

入数量の増加に対し、輸入国政府が発動する関税引上げや輸入数量制限の緊急措置をい

う。こうした緊急措置は、ＧＡＴＴ第19条やＷＴＯセーフガード協定により認められ、

発動に際しては、補償の提供や相手国の対抗措置を受認することが求められる。 

多くのＦＴＡは、ＦＴＡに基づく関税の撤廃・引下げの結果として相手国産品の輸入

が急増し、国内産業に重大な損害が生じ又は生じるおそれが発生した場合に、関税撤

廃・引下げの約束を一時的に撤回し、ＧＡＴＴの最恵国関税に戻すことを認める規定を

設けている。ＦＴＡ交渉時に予見し難かった事情であることは要求されず、関税上の措

置だけが認められ、関税の引上げ幅が制限されていることがＷＴＯセーフガード協定と

異なる。 

ＴＰＰ交渉においては、発動可能な期限を対象品目の関税が撤廃されるまでの期間に
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限るか否か、ＷＴＯ協定の一般セーフガードを基礎とするかＴＰＰ締約国間でのみ適用

されるセーフガードを認めるか否か、関税撤廃に 10 年超の期間を要するセンシティブ

品目を対象にしたセーフガードの扱い等が議論されている模様である。 

イ アンチ・ダンピング措置／補助金相殺関税 

  ダンピングとは、ある商品の輸出向け価格が、その商品の国内向け販売より安い価格

で行われることをいい、国内産業が損害を被った輸入国は、輸出国国内向け販売価格と

輸出向け販売価格との差を上限とする関税（アンチ・ダンピング税）を賦課することが

できる。補償の提供や相手国による対抗措置の受認が求められないため、その濫用を防

ぐための規律が、ＧＡＴＴ第６条やＷＴＯアンチ・ダンピング協定に設けられている。 

  補助金相殺関税とは、輸出国の補助金による商品の価格押下げにより国内産業に損害

を受けた輸入国に対し、特別関税である相殺関税の賦課を認めるもので、ＧＡＴＴ第６

条やＷＴＯ補助金・相殺関税協定に規定が設けられている。 

 

ＦＴＡにおけるアンチ・ダンピング関連規定は、①ＷＴＯアンチ・ダンピング協定の権 

利・義務を確認するもの、②同協定よりも規律を強化するもの、③締約国間で同協定の不

適用を規定するものに分けられる。「ＴＰＰの輪郭」（2011 年 11 月）においては、ＷＴＯ

協定の権利と義務の確認が合意された。しかし、アンチ・ダンピング手続の透明性や調査

についてＷＴＯ協定以上の規律を設けるか否か等については意見の相違があるとされる。 

 

（７）政府調達 

政府調達とは、各国の中央政府や地方政府その他の公的機関による物品やサービスの調

達をいう。政府調達が各国経済に占める割合は、一般にＧＤＰの１割程度といわれており、

国家安全保障、中小企業・地域産業の振興、高度技術産業の育成等のため、各国は国内産

品を優遇する政策を採用してきた。そのため、①入札に外国企業を参加させない、②国内

産品を一定割合使用する供給者に対して入札価格に競争上の優遇を与える、③応札者に対

して国内産業の振興を図る観点から事前に様々な条件を課する等の措置が採られることが

多い。 

しかし、こうした措置が国際貿易を歪曲する可能性や経済のソフト化・サービス化の進

展による世界経済への影響は無視できず、ＧＡＴＴは1970年代末、政府調達に内外無差別

等の規律を設けた。また、ＷＴＯの下に設けられた政府調達協定（ＧＰＡ）は、中央政府

に加え新たに地方政府や政府機関を対象機関とし、物品のみならずサービスの調達につい

ても、内国民待遇と最恵国待遇、入札手続、供給者の資格、加盟国による苦情申立制度の

整備、適用除外等の規定を設けている。締約国は協定の付表により、①協定の適用対象政

府機関（中央政府、地方政府、その他の公共機関）の範囲、②適用の最低基準額を約束す

る。2012年には同協定の改正議定書が採択され、協定の適用対象機関やサービスの範囲の

拡大、開発途上国の協定加入に関する特別な取扱い、調達における電子的手段の利用等が

定められた。 

ＧＰＡは、ＷＴＯ協定上一括受諾の対象ではなく、締約国間のみで効力を有する複数国

立法と調査　2013.11　No.346

22



 

 

間貿易協定であり、締約国は先進国を中心に43か国（ＴＰＰ交渉参加国では、米国、カナ

ダ、日本、シンガポールのみ）が締約国であるにとどまる。このため、ＦＴＡに政府調達

に関する規定を設けることには、ＧＰＡの締約国でない国に対して政府調達市場の自由化

を求める意義、ＧＰＡ締約国との間でも対象機関の拡大や対象基準額の引下げにより自由

化を更に進める意義等がある。実際にＰ４協定は、ＧＰＡ非加盟国であるニュージーラン

ド、チリ、ブルネイに政府調達市場の開放を求め、ＧＰＡ加盟国シンガポールにＧＰＡの

下で約束した対象基準額を引き下げさせる結果をもたらした。 

ＴＰＰ交渉においては、①自由化の水準（ＧＰＡ並みかそれを上回る水準か）、②基準

額（物品、サービス、建設サービスに区分）、③入札公告における外国語の使用（ＧＰＡは

英語の概要の告示を要求）が議論されている。「ＴＰＰの輪郭」（2011 年 11 月）は、調達

の基本原則や手続が合意され、特定の義務について検討が進められているとし、経過的な

措置を通じた途上国の政府調達市場の開放の促進、全ての参加国による同等の対象範囲を

目指していると記している。 

 

（８）知的財産 

 世界経済のグローバル化に伴う企業間の競争の中で、模倣品・海賊版などから自社のブ

ランドや技術開発の成果を保護するため、また、その収益を確保するためにも、1980年代

以降、知的財産権の保護に関する国際ルールの必要性が主張された。一般に先進国は上記

の理由により知的財産権の保護に積極的であり、その取締りを要求し、逆に途上国は先進

国による独占と経済支配を懸念し、保護の水準を低く設定する傾向がある。 

 知的財産権の国際的な保護のため、既存の国際社会におけるルールには、世界知的所有

権機関（ＷＩＰＯ）の諸条約やＷＴＯの「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（Ｔ

ＲＩＰＳ協定）」があり、ＴＲＩＰＳ協定についてはＷＴＯ物品貿易協定等とともにこれを

一括受諾する必要がある。 

 ＴＲＩＰＳ協定は、①著作権等（著作権の保護期間は「少なくとも50年」）、②商標（「視

覚で認識できること」が登録の条件）、③地理的表示、④意匠、⑤特許（猶予期間の規定な

し）、⑥集積回路の回路配置、⑦開示されていない情報（医薬品・農業用化学品のデータ保

護について保護期間の規定なし）、についての権利保護や執行の枠組み、紛争解決手続など

を包括的に規定している。 

ＴＰＰ交渉では、このＴＲＩＰＳ協定の保護の水準や範囲をどの程度上回るものとする

か（ＴＲＩＰＳプラス）が議論されている。米国を中心としてＦＴＡの知的財産章の中で

ＴＲＩＰＳプラスを盛り込んでいるが、ニュージーランド、ブルネイ、マレーシア、ベト

ナムはＴＲＩＰＳプラスを含むＦＴＡを締結していない31。 

 著作権の保護期間については、米国は「作者の死後 70 年間」、日本は「作者の死後 50

年間」としている（図表13を参照）。米国ではミッキーマウスなどキャラクターとしての

著作物が産業と結びつき、継続投資が行われてその価値が再生産されている例があるため、

より長い保護期間を求めているが、他方、保護期間の延長は二次創作などによる将来の文

化的発展の機会を失わせることにもなる。 
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（図表13）ＴＰＰ交渉参加国の著作権保護期間 

 

（出所）『朝日新聞』（2013.8.31）に基づき著者作成 

 

 医薬品へのアクセスについては、ＴＲＩＰＳ協定において物質特許の保護が明記された

ため、医薬品等の特許を認めていなかった加盟国は経過期間中に法整備が必要となった。

ただし、2001 年 11 月、ＨＩＶや結核等の感染症治療薬へのアクセスを確保し、知的財産

権と公衆衛生の調和を図る「ドーハ宣言」が採択され、法整備のための経過期間は 2016

年まで延長されている。医薬品の特許保護期間は、後発薬（ジェネリック）の普及に影響

する。ＴＲＩＰＳ協定における特許の保護期間は「出願日から20年」とされているが（日

本は原則20年、最長25年）、医薬品・農業用化学品のデータ保護について保護期間の規定

はない（日本は医薬品について実質８年、農業化学品について15年）。 

 権利消尽については、これが認められれば、商品の適法な販売によって知的財産権が消

尽したとして、並行輸入で販売することが可能となる。ＴＲＩＰＳ協定では知的財産権の

消尽について取り扱っていない。 

また、近年の模倣品・海賊版による被害の増大やデジタル技術の発達等によるその手口

の巧妙化に対処するため、ＴＲＩＰＳ協定では対処しきれない知的財産権の執行（エンフ

ォースメント）について効果的な枠組みを定める「偽造品の取引の防止に関する協定（Ａ

ＣＴＡ）」が成立し、2012年 10月、日本が最初の締約国となった。知的財産権の執行につ

いては、これまでに日スイスＥＰＡにおいて、先進国同士の協定としてＴＲＩＰＳ協定を

超える規定が盛り込まれている。 

 

（９）競争政策 

競争政策とは市場メカニズムが正しく機能していれば、事業者間の競争によって消費者

の利益が確保されるという考え方に基づいて競争を維持・促進する政策をいう。この政策

は競争法（独占禁止法）や政府による規制改革等により実現される。 

ＷＴＯにおいては1996年以降、「貿易と投資」、「貿易円滑化」と併せて「貿易と競争政

策」について調査・検討が行われてきた。関税引下げにより得られた貿易自由化の効果が

国際的な反競争行為により歪曲されるとの考え方に基づくものであるが、カンクン閣僚会

合後に検討は凍結されている。一方、1990年代から先進国は、独占禁止法の域外適用によ

る衝突や同一事案に対する法適用の矛盾を回避するため、二国間協定を締結し、こうした

観点からの議論が経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）やアジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）に

（作者の死後）

50年　　　　 　日本、ＮＺ、ベトナム、ブルネイ、マレーシア、カナダ

70年　　　　 　米国、豪州、シンガポール、チリ、ペルー

100年　　　　 　メキシコ
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おいても継続されている。 

ＦＴＡが競争政策に関する章を設ける場合、競争法に関する二国間の協力・共助が定め

られる。Ｐ４協定では、①反競争的ビジネス行為を禁止する競争法の採用・維持、②反競

争的な取決め、競争者により申し合わされた慣行、独点的な地位の濫用への注意、③競争

法の全ての商業活動への適用原則と適用除外措置・分野の設定などが規定されている。適

用除外分野には、ニュージーランドの薬品管理局、シンガポールの郵便サ－ビスや上下水

道等が挙げられる。また、締約国は公的企業や指定独占企業について、自国の法律に従い

独占を指定・維持できるが、協定発効後に財・サービス貿易を歪曲する措置を採ることは

できず、公私の独占企業も業務の遂行を妨げない限りで競争法に服させなければならない。 

ＴＰＰ交渉では、Ｐ４協定や米豪ＦＴＡなどに含まれる競争法の原則、競争法の執行と

競争政策執行当局間の協力、公的企業や指定独占企業に対する規律が議論の中心とされ、

「ＴＰＰの輪郭」（2011年 11月）は、競争法と競争当局の設置・維持、競争法施行におけ

る手続の公平性・透明性、消費者保護、私的訴権、協力等の条文案に大きな前進があった

としている。 

米国のビジネス界は、国家企業を国有企業と定義し、反競争的行為の禁止や国による支

援の制限を通じ、民間企業との対等な競争条件や透明性を確保するよう求めている。ＴＰ

Ｐ交渉に参加するベトナムでは、市場経済体制への移行期にあり国有企業のプレゼンスが

大きいが、中国を念頭に置いた米国のＴＰＰルール作りとの見方も示されている32。 

 

（10）サービス（越境サービス） 

サービス貿易とは、金融、運輸、通信、建設、流通等のサービスの国際取引をいう。サ

ービス貿易の自由化は、サービス貿易の特定の分野や貿易形態（モード）について、市場

アクセスを妨げる様々な国内規制・措置を取り除くことにより行われる。 

ＷＴＯサービス貿易協定（ＧＡＴＳ）は 155 業種のサービスを４つのモードに分類し、

サービス貿易の自由化を図っている。４つのモードとは、①越境取引、②国外消費、③商

業拠点、④人の移動をいう（図表14を参照）。政府の権限の行使として提供されるサービ

スはＧＡＴＳの対象ではなく、政府調達にはＧＡＴＳの主要な規定が適用されない。 

 

（図表14）サービス貿易の４つのモード 

 

（出所）経済産業省通商政策局編『2013年版不公正貿易報告書』に基づき著者作成 

モード 内 容 例

①越境取引 Ａ国の領域からＢ国の領域への提供
海外在住の弁護士から電話で法務アド
バイスを受ける

②国外消費 Ａ国の領域におけるＢ国のサービス消費者への提供 観光客や海外出張者による現地消費

③商業拠点
Ａ国の提供者によるＢ国の領域における商業拠点を
通じた提供

海外支店を通じた金融サービス

④人の移動
Ａ国の提供者によるＢ国の領域内における自然人を
通じての提供

外国アーティストの招へい
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サービス貿易の自由化は、具体的には、①内国民待遇、②最恵国待遇、③国内のサービ

ス市場への参入に対する量的な制限（サービス供給者の数、サービスの取引高や資産の価

額、サービスの総産出量、サービス提供者の雇用者数、企業形態、商業拠点における外資

出資比率などの制限）の撤廃、④サービス提供に関する特定の条件（現地拠点の設立義務、

職員・経営幹部その他の人員の国籍要件等）の撤廃などを通じて達成される。いかなる分

野やモードについて国内規制・措置を取り除くかが交渉の対象となる。 

ＦＴＡにおいては、第３モード（商業拠点）の扱いが個々の協定により異なる。また、

ＦＴＡが広範囲のサービス貿易を自由化している場合などは、非締約国には特恵的待遇を

与えない、つまりＧＡＴＳの最恵国待遇の例外とすることができる。 

交渉の成果について、ＧＡＴＳは自由化する分野・モードを国ごとの約束表に列挙する

方式（ポジティブリスト方式）をとっている。一方、Ｐ４協定や米韓ＦＴＡ等のＦＴＡは、

自由化しない分野・モードとそれらに適用される制限（非適合措置）を国ごとの留保表に

列挙する方式（ネガティブリスト方式）を採用している。ネガティブリスト方式のＦＴＡ

において、締約国が市場アクセスや内国民待遇等の適用を留保している場合、そのような

措置を協定発効当時よりも貿易制限的なものにしないとするいわゆる「スタンドスティル

義務」を負う。 

サービス貿易の自由化についてＴＰＰ交渉では、ＧＡＴＳや既存のＦＴＡで約束した自

由化の水準を上回るサービス貿易の自由化を目指し、越境サービス、一時的入国（商用関

係者の移動）、金融サービス、電気通信の４つの作業部会が設けられており、交渉の成果は

ネガティブリスト方式でまとめられる見込みとされている。 

これらのうち、越境サービスについて、上記①から④の方法による自由化に加え、ラチ

ェット条項33、急送便サービスにおける郵便と民間企業との競争に関する規定、第４モー

ド（人の移動）の自由化が論点とされる。また、他国の資格・免許を相互に認め合う相互

承認については、ＴＰＰ発効後に議論する枠組みが検討されているが、医師等の個別の資

格・免許を相互承認することについての議論はないとされている。 

 

（11）サービス（一時的入国） 

ＧＡＴＳやその附属書（人の移動に関する附属書）は、サービス貿易の形態の一つとし

て人の移動を規定している。人の移動に係る規定は、商用関係者の入国や一時的な滞在に

ついて定めるもので、単純労働者の入国や就労を対象とするものではない。自由化の約束

は個々の加盟国に委ねられ、個別のサービスではなく、企業内転勤、短期滞在（業務連絡）、

自由職業サービス（独立の専門家）等の分野横断的な約束だけが行われることが多い。 

ＦＴＡには、人の移動についてサービス貿易の範囲を超えた移民政策について定めるも

のもあるが、Ｐ４協定においては、締約国の商用関係者の一時的入国についてのみ、入国

管理手続きを簡素化・透明化・円滑化することを規定している。 

ＴＰＰ交渉においてもＰ４協定と同様に単純労働者の移動は議論の対象とされず、短期

商用、企業内転勤、投資家、サービス提供者などの一時的滞在や入国について約束を行う
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方向とされている。申請の処理の透明性・効率性の向上、商用関係者の範疇、各国共通の

約束か国ごとの約束か等が論点として挙げられる。 

 

（12）サービス（金融サービス） 

ＧＡＴＳの金融サービスに関する附属書は、金融サービスの定義に加え、投資家・預金

者・保険契約者の保護や金融システムの安定性確保を内容とする信用秩序維持の措置を規

定している。金融サービスの特定の約束は、ＧＡＴＳの金融了解に従い、加盟国が任意で、

現状維持（スタンドスティル）、市場アクセス（独占権、公的機関が購入する金融サービス、

国境を越える取引、業務上の拠点、新たな金融サービス、情報の移転及び処理、人員の一

時的な入国、差別的でない措置）、内国民待遇を約束している。ＴＰＰ交渉参加国のうち、

このような約束をしているのは、米国、オーストラリア、ニュージーランド、日本である。 

ＴＰＰ交渉では、透明性、内国民待遇、最恵国待遇、新しい金融サービスの公正な扱い、

投資保護、ＩＳＤＳ手続き（（15）を参照）の金融サービス章への適用等に加え、信用秩序

維持の措置について交渉が行われている。保険サービスの供給における公的機関と民間と

の対等な条件の確保について取り上げられているものの、郵政事業体や共済のような個別

分野の扱いは明らかでない。また、ＧＡＴＳが適用除外としている公的医療保険制度など

国が実施する金融サービスの提供も議論の対象でないとされる。なお、国有企業は、競争

政策分野の交渉において扱われる。 

 

（13）サービス（電気通信） 

電気通信サービスについて、ＧＡＴＳの附属書は、加盟国は自国の約束表に記載するサ

ービスに関し、他の加盟国のサービス提供者に、合理的かつ無差別な条件で公衆電気通信

伝送網やサービスへのアクセス・利用を認めることを定めている。また、基本電気通信分

野については、ＷＴＯ創設後に発効したサービス貿易協定第４議定書に「参照文書」が盛

り込まれ、事業者の規律として、①主要な事業者による反競争的な行為の禁止、②相互接

続の確保、③ユニバーサル・サービス、④免許基準の公表、⑤独立の規制機関、⑥希少な

資源の分配と利用が定められている。 

ＴＰＰ交渉においては、電気通信サービス分野の実質的な競争を促すとの観点から、Ｇ

ＡＴＳが各国による自主的な約束に委ねている事項、すなわち主要な電気通信事業者によ

る反競争的行為の禁止や相互接続の義務化等が取り上げられている。また、交渉参加国間

の既存のＦＴＡで規定されている通信インフラへの公平なアクセスや既存の電気通信設備

への第三者による設備設置、相互接続、周波数割当、透明性、競争等における共通のルー

ル設定が取り上げられている。この他、規制プロセスの透明性の強化、規制機関の決定に

対する事業者の不服申立てや上訴の権利、電気事業者による技術の自由な選択を政府が妨

げないこと、高価な国際携帯ローミング料金への対応等も議論されている。 

 

（14）電子商取引 

昨今の世界的なインターネットの発達から、電子商取引の利用に対する信用確保、また、
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電子商取引の利用に対する障害を回避する重要性が認識されている。 

ＷＴＯにおいては、1998年５月の第２回閣僚会議で「グローバルな電子商取引に関する

宣言」が採択され、その中で「加盟国が電子送信に関税を賦課しないという現在の慣行を

継続すること」が宣言されている（関税不賦課モラトリアム）。これにより、現在でも海外

からのソフトウェア等のダウンロードに関税が賦課されていない。このほかに、ＯＥＣＤ、

国連国際商取引法委員会（ＵＮＣＩＴＲＡＬ）、ＡＰＥＣ等で議論がある。 

日本が締結したＥＰＡの中では、スイスとのＥＰＡに初めて電子商取引章が盛り込まれ

ている。具体的には、デジタル・プロダクト（ダウンロードされたソフトウェアや音楽デ

ータ等）に対し、内国民待遇及び最恵国待遇が規定され、また、ＷＴＯの関税不賦課モラ

トリアムの恒久義務化へ向け協力すること、電子署名・認証、貿易文書の電子化、オンラ

イン消費者保護等が規定された。 

他国のＦＴＡには上記の日スイスＥＰＡと内容が異なるものがあり、例えば、米豪ＦＴ

Ａにおいては、関税を恒久的に賦課しないことが明記されており、デジタル・プロダクト

の範囲についてもＣＤ等の運搬用媒体に固定されたプログラム等が含まれるが、日スイス

ＥＰＡではこうした運搬用媒体は物品貿易章の規定が適用される。なお、ＥＵは、電子商

取引はサービス貿易の規律でカバーできるとして、電子商取引に独自のルールを設けるこ

とに消極的である。 

 

（15）投資 

 1980 年代から 1990 年代にかけて、世界の海外直接投資は急速に拡大した。投資に関す

る多国間条約の取組については、ＯＥＣＤにおいて多国間投資協定（ＭＡＩ）の交渉が行

われたが1998年に決裂し、また、既存のＷＴＯ貿易関連投資措置協定（ＴＲＩＭｓ協定）

はそのカバーする範囲が貿易関連に限定されているなど、現在も普遍的な多国間条約は存

在しない。 

他方、各国は、自国の投資家やその投資財産を保護するため、また、途上国は国際投資

を積極的に誘致するため、国際投資の保護と自由化に関する制度を必要とし、二国間投資

協定（ＢＩＴ）を締結してきた。二国間投資協定は、海外直接投資の拡大とともに 1990

年代に急増し、2012 年末現在で二国間投資協定の数は 2,857 に達する34。また、二国間及

び地域的なＦＴＡの中に二国間投資協定と同内容の投資章を規定する例も増えており、そ

の数は 2012 年末現在で 339 に達する35。日本が締結している二国間投資協定は 15 で、投

資章を含むＥＰＡは10である。 

二国間投資協定やＦＴＡ投資章に規定されている主な内容は以下のとおりである。 

① 内国民待遇：外国の投資家及びその投資財産は、投資受入国の投資家及びその投資

財産に与えられる待遇よりも不利でない待遇が与えられる。最近の投資協定では、投

資の受入後だけでなく、投資の前段階についても内国民待遇が与えられることもあり、

これは単なる保護だけでなく自由化の意味を持つ。全ての分野が自由化されるわけで

なく、各国による外国投資の出資規制は例外として扱われる。この例外分野を列挙し

て自由化することをネガティブリスト方式といい、逆に約束表に記載した分野のみ自
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由化することをポジティブリスト方式というが、ＴＰＰではネガティブリスト方式を

基礎とする交渉が実施されている。 

② 最恵国待遇：投資受入国は、投資家及びその投資財産に対し、第三国の投資家及び

その投資財産に与える待遇よりも不利でない待遇を与える。 

③ 公正衡平待遇：一般に慣習国際法上の最低基準として、投資家及びその投資財産に

対し、公正かつ公平な待遇並びに十分な保護及び保障を与える。 

④ 収用と補償：投資受入国が投資家の投資財産を収用又は国有化、及びその際の補償

に係る基準を規定し、これは間接収用にも適用されることが多い。間接収用とは、投

資受入国による恣意的な許認可の取消しや制限など、投資財産の国有化などの直接的

な収用と同等の効果を有する措置のことであるが、その投資家が被った損害が受入国

の規制による間接収用とみなされるか否かが問題とされることが多い。 

⑤ パフォーマンス要求（特定措置の履行要求）の禁止：投資受入国が投資家の投資活

動の内容に対して課する条件をパフォーマンス要求といい、例えば現地調達要求、輸

出入均衡要求などが禁止される。ＴＰＰではＴＲＩＭｓ協定を超える条件（例えば技

術移転要求、役員国籍要求など）がどの程度、禁止の対象となるかが議論されている。 

⑥ 紛争解決手続：国家間の紛争処理に関する規定のほかに、一般に投資受入国と投資

家との紛争を仲裁によって解決することを規定する。投資家が受入国の裁判所で訴え

た場合、不利な司法判断を受ける可能性もあるので、受入国が仲裁に付託して解決す

ることに同意を事前に与える意味がある。 

 

（図表15）投資紛争の仲裁付託の動向 

 

 

上記の内容のうち、⑥紛争解決手続について、投資家が国家を相手に投資紛争解決国際

センター（ＩＣＳＩＤ）等の仲裁に付託することができる「投資家と国家との間の紛争解

決（ＩＳＤＳ）手続」の規定が、ＴＰＰ交渉で注目されている。ＩＳＤＳ手続が盛り込ま

れれば、我が国においても、外国投資家から我が国に対する仲裁が提起される可能性は排

除されない。 

1980年代からＩＳＤＳ手続が規定された二国間投資協定が多くなると、投資家が投資紛

争を仲裁に付託する件数も増え、1990年代後半から急増している（図表15を参照）。仲裁

1994 2 1 2004 45 24
　うちＩＣＳＩＤ 1995 2 1 2005 44 26
　に付託 1996 6 1 2006 30 18

1987 1 1 1997 7 6 2007 40 30
1988 0 0 1998 8 6 2008 35 21
1989 0 0 1999 11 6 2009 36 22
1990 0 0 2000 13 7 2010 25 18
1991 0 0 2001 16 12 2011 49 33
1992 0 0 2002 28 16 2012 57 40
1993 1 1 2003 43 29 499 319

（出所）UNCTAD: Investor-State Dispute Settlement Databaseから著者集計（2013年9月）

公表された案件数
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手続として活用されているのは、ＩＣＳＩＤが最も多く約６割を占め、その他にＵＮＣＩ

ＴＲＡＬ（国連国際商取引法委員会）などがある。日本が締結している二国間投資協定及

びＥＰＡ投資章の計25のうち、ＩＳＤＳ手続の規定がないものは、フィリピン、規定はあ

るが紛争の付託に関し条件が付されているものは、中国、マレーシア、タイ、ブルネイ、

スイスである。米豪ＦＴＡにおいては、オーストラリア側の反対によりＩＳＤＳ手続の規

定が含まれていない。過去に日本企業がＩＳＤＳ手続を利用した例は、野村證券のオラン

ダ子会社がチェコ政府を訴えた件（2006年）の１件であり、逆に日本政府が訴えられた例

はない。投資仲裁に訴える場合には、多額の費用と期間（３～４年）を要し、問題解決の

手段は必ずしも投資仲裁に限らず、調停により和解に至る例もあるとされる。 

 

（16）環境 

近年の環境問題への関心の高まりを反映し、貿易・投資の観点からも環境規制が注目さ

れている。環境保護のための貿易制限措置が保護貿易につながりかねず、逆に、他国がレ

ベルの低い環境規制の下で生産するのであれば、自国が不利にならないよう、結果的に環

境規制の緩和につながる可能性がある。 

Ｐ４協定には、補完協定として環境協力協定が存在し、国際的な環境コミットメントの

義務を遵守すること、環境規制を保護貿易に利用することは適当でないこと、貿易・投資

促進のために環境規制を緩和することは適当でないこと等が規定されている。日本が締結

したＥＰＡにおいては、独立した環境章を設けたことはないが、投資章の中に投資促進の

ための環境規制の緩和が不適当であること等の規定がある。 

米国は、ＮＡＦＴＡの環境協定に加え、締結したＦＴＡに環境関連規定を設けている。

さらに米国の通商代表部（ＵＳＴＲ）は、2011年 12月５日、「環境保全及びＴＰＰに関す

るＵＳＴＲグリーン・ペーパー」を発表し、野生動物の違法取引、海洋漁業（漁業補助金、

サメの保護）、違法伐採の３分野について提案を行ったとされる36。このうち、我が国との

関係においては、漁業補助金についての論点が注目されている。 

補助金は国家の取り得る産業保護政策として、輸入規制よりも貿易歪曲性が少なく、そ

の有効性が認められているが、方法や形態については一定のルールが必要とされる。ＷＴ

Ｏでは「補助金及び相殺関税に関する協定」により補助金に関する貿易ルールが規定され

ている。2001 年 11 月、ドーハ閣僚宣言の中で補助金協定の規律の明確化のための交渉を

行うことで合意し、さらに、そこで漁業補助金についても言及され、議論が進められてき

た。こうしたＷＴＯの議論の中では、米国、チリ、ニュージーランド等が漁業資源の減少

につながるとして漁業補助金を原則禁止とすること、そして例外で認められた補助金のみ

を許容することを主張し、これに対し、日本、韓国、台湾等が漁業補助金は資源管理に貢

献しており、過剰漁獲につながる補助金のみを禁止する方式を主張している。ＴＰＰ交渉

においては、漁業補助金の削減について見送られる方向になったとされる37。 

 

（17）労働 

低い労働コストによる安価な産品の輸出は「社会的ダンピング」と見なされ、先進国は、
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労働基準の遵守と貿易自由化とを結び付ける社会条項の必要性を主張してきた。これに対

し、途上国の多くは、社会条項は先進国の国内産業を保護することを意味するとして反対

した。 

元来、労働基準の国際的調和については、ＩＬＯが担い、これまでに働く世界に関わる

ほとんどすべての事項を網羅する189の条約と202の勧告を採択してきた（2013年８月現

在）38。ただし、ＩＬＯの国際基準の設定は、基本的に加盟国の批准を必要とする自主的

な性格を持つ。そこでＩＬＯは、1998年に「労働における基本的原則及び権利に関するＩ

ＬＯ宣言とそのフォローアップ（ＩＬＯ宣言）」を採択し、４つの基本原則（結社の自由、

強制労働の禁止、児童労働の禁止、雇用と職業における差別の排除）を確保するための手

続を定めた。 

Ｐ４協定では、協定に附属する労働協力に関する了解覚書の中でＩＬＯ宣言の原則への

コミットメントが再確認され、労働基準を緩和することで貿易や投資を促進することは適

当でないこと等が規定されている。米国が締結しているＮＡＦＴＡに附属する北米労働協

力協定には既に、締約国に国内で高い労働基準の確保を求める等の規定が設けられている。

また米国は、二国間ＦＴＡの締結に際しても、ＩＬＯ宣言を再確認し、紛争解決の手続を

含む労働章を盛り込んでいる。日本が締結したＥＰＡには独立した労働章はないが、例え

ばフィリピンとのＥＰＡの投資章の中に労働に関する規定（第103条）があるなど関連規

定を持つＥＰＡは多数ある。 

 

（18）制度的事項 

協定の運用等について当事国間で協議を行う合同委員会の設置やその権限等に関する

規定である。Ｐ４協定や米韓ＦＴＡ等は、締約国の閣僚や上級公務員レベルの代表が定期

的に会合する合同委員会が協定の運用の中核を担う方式をとっている。 

Ｐ４協定の委員会は、原則として毎年１回開催され、①協定の実施に関する事項の検討、

②協定改正案の検討、③協定付属機関の活動の監督、④貿易・投資拡大策の検討や企業間

協力を行う分野の選定、⑤その他協定運用に係る事項の検討を任務とする。このため、委

員会や作業部会の設置、案件の付託・問題の検討、譲許表等の修正の承認、実施取極の締

結、協定の解釈・適用に係る意見の相違や紛争の解決などの権限を付与されている。なお、

Ｐ４協定においては、協定とは別個の覚書に基づき、環境や労働に関する締約国政府の定

期会合について規定が設けられている。 

ＴＰＰ交渉においては、新規加盟国の承認方法、法令制定手続の透明性や腐敗の防止等

についても提案があるとされる。また、医薬品・医療機器の償還（保険払戻）制度の透明

性等を担保する制度の整備や手続保障の確保を提案する国がある一方、そのような事項は

貿易交渉で議論する権限がないと主張している国があるとされる。 

 

（19）紛争解決 

紛争解決は、協定の解釈又は適用の不一致等による締約国間の紛争を解決する際の手続

について定める規定であり、ＦＴＡに一般的に設けられている。このような規定は、実際
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の紛争に解決の手段を与えるだけでなく、締約国に協定の履行を促し、紛争解決の過程を

通して協定の解釈を明確にする役割を果たす。 

ＦＴＡの紛争解決手続は、①当事国間協議（協議を先に行う）、②仲裁手続への紛争付

託、③仲裁裁判所による拘束的決定、④被申立国による違反措置の是正又は賠償という国

際仲裁裁判の流れに沿うものが多い。また、紛争解決手続きの多くは、個々の締約国が単

独で紛争について拘束力のある決定を求める権利を有すると定めている。 

ＴＰＰ交渉については、紛争解決手続に、①の協議前置と最終的な解決手段としての③

仲裁への付託が規定されるとの見方が示されている39。その上で、仲裁裁判、仲裁人の事

前登録制度、仲裁人のＴＰＰ締約国の国籍保持者に限定する国籍要件、ＷＴＯにおいて協

定に違反しない行為により侵害された協定上の権利について認める「非違反申立」が議論

されている模様である。また、協定のどの章に紛争解決手続きが適用されるのかも協定の

実効性を左右する問題である。 

 

（20）協力 

ＦＴＡには、協定の合意事項を履行するための国内体制が不十分な国に、技術支援や人

材育成を行うこと等を定める「協力」の規定がある。 

Ｐ４協定は「戦略的連携」章を設け、協定のもたらす利益を拡大・増進するため、経済

のみならず、科学技術、教育、文化、一次産業に関する協力を行うよう定め、実施取極め

を結んで協力の重点分野を特定している。例えば経済分野においては、①政策対話と情報

交換、②貿易等阻害要因の情報提供、③通商ミッション等への支援、④締約国財界の対話、

⑤貿易・投資等に関する情報提供メカニズムの構築、⑥官民協力の促進、⑦中小企業によ

る英語使用の促進と学習過程における情報技術機器の利用のための協力を定めている。 

ＴＰＰ交渉においても、締約国の能力構築に資する人材育成や中小企業の能力構築に資

する支援の進め方等が焦点と伝えられる。 

 

（21）分野横断的事項 

分野横断的事項は、特定の政策目的を達成する観点から原産地、投資、サービスのよう

な個々の分野の規定を横断的に点検し、政策の実現に必要な様々な規律を盛り込もうとす

るもので、ＴＰＰ交渉独自の分野である。こうした分野が求められたのは、自国企業によ

るＴＰＰ域内のサプライ・チェーンへの参加を通じた投資や生産の促進、中小企業の輸出

機会の拡大を目指す米国の主張によるところが多いとされる40。米国の 100 余の業界団体

や個別企業からなる産業横断的なＴＰＰ交渉の推進母体は、2012年９月にＴＰＰに求める

15の基本原則を示している41。 

交渉においては、①規制制度間の整合性、②競争力とビジネス円滑化、③中小企業への

支援、④開発が議論されている模様である。これらのうち、①は各国の規制そのものの統

一ではなく、各国が規制に関する中央調整機関を設置することや、規制制度の変更に関す

る通報のメカニズムを確立すること等により、透明性や予見性の確保を目指すものである。

また、②は、各国に展開するサプライ・チェーンを前提として、域内物流システムの効率
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化などビジネスの円滑化に資する取組に係るものである。一方、③については、中小企業

が協定に基づく関税の撤廃や引下げを受けるのに必要な書類・関連情報を各国の専用ウェ

ブサイトに掲載すること、協定発効後に中小企業が直面する協定運用上の問題に関する定

期的なレビューやその解決方法等が、④については、途上国が協定を遵守する際に直面す

る企業の社会的責任や環境保護等の課題への対処方法が議論されている。 

ＴＰＰ交渉の結果、当初作成された原則論的な内容を後に更新・発展させていくことの

できる規定が設けられれば、規制制度間の整合性は加盟国の規制制度にすぐに大きな変化

はもたらさなくても、潜在的に大きな変化をもたらす可能性があると言える。 
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